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概 要

温室効果ガス放出量が比較的小さい我が国の最終処分場に適用可能な測定手法を示した。処分場

から温室効果ガスの発生量は空間的に不均一であり，最初に，地表面の温度やメタンカラム濃度を

用いて発生量の大きい領域 (ホットスポット) を検索することが重要である。地表面ガスフラック

スを測定する閉鎖式チャンバー法は，日本のような焼却灰主体でガス発生量が小さい処分場を対象

にした地表面フラックス測定には有効であるが，ガス発生量が大きい場合，測定面積に対するチャ

ンバーの容積を大きくし，測定時間を短くして，内圧上昇による測定誤差を防ぐ必要がある。上部

を密閉した場内観測井を用いたガス放出量の測定法は，流量を計測する必要が無く，数mL/min 以

下のごく小さいガス放出量を測定できることが特徴であり，定点観測により，処分場からの温室効

果ガス発生量の増加と減衰，すなわち埋立廃棄物の安定化の進行度を捉える。
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1．は じ め に

日本の 2008 年度の温室効果ガス排出量のうち，廃

棄物分野が占める割合は 1.6% で 2,005 万トン (CO2

換算) であり，この廃棄物分野からの排出量のうち，

メタンを排出する最終処分場の寄与は 17.9% と報告

されている1)。埋立処分からの排出量は，IPCC ガイ

ドライン2)に従って，算定対象年度内に生物分解され

る廃棄物量に生物分解された廃棄物からのメタンの生

成率を乗じ，さらに埋立構造が準好気性や嫌気性であ

ること等を考慮して算定している。しかしながら，実

際の処分場からのメタン排出量は，埋立地の形状や埋

め立ての方法，処分場の深さ等の影響も強く受けてい

る。最近，クリーン開発メカニズム (CDM) プロジェ

クト等で同様の手法でメタン発生量を事前に推計する

事例が多いが，その精度が低いことが問題となってい

る3)。この問題の解決には，算定方法を現場観測によ

り，排出量のデータを蓄積していくことが重要である。

最終処分場からの温室効果ガスは，主にガス抜き管

と地表面 (最終覆土表面) から放出される。ガス抜き

管とは管理型最終処分場や一般廃棄物再処分場に鉛直

方向に設置され，廃棄物層中から発生するガスを大気

へと逃がす役割を担っている設備である。最終処分場

から排出される温室効果ガスは埋立地ガスと呼ばれ，

埋立廃棄物中に含まれる有機物が安定化してゆく過程

での分解代謝産物であり，処分場の運営において，維

持管理の終了を判断する廃止基準において必須のモニ

タリング項目となっている。ガス抜き管からの発生量

の計測には，熱線風速計や石鹸膜流量計などを用いる

手法が提案されているが，生ごみではなく焼却灰主体

の処分場では，ガス流速が著しく小さく，水蒸気が多

量に含まれていることから，どちらも有効な手段であ

るとはいえない。そのため，送気式 (フォースド)

チャンバー法4)を用いる方法，レジューサーを用いて

流量を測定する方法5)が提案されている。地表面から

放出されるガスの測定には，閉鎖式チャンバー法を用

いた測定法6)がよく用いられる。これは，湿地帯や農

地などから放出されるメタン等を測定するために古く

から用いられている手法である。これは地表面直上に

閉鎖空間を作り，そこに溜まるメタン等のガス濃度の

時間に対する上昇率を求め，フラックスに換算する。

ガス抜き管と地表面を含めた処分場全体からの温室効

果ガス放出量を測定する手法には，フラックスタワー

を用いた手法7)やトレーサーガスを用いた手法8)など

がある。これら手法を処分場に適用する際には，天候

や地形などの影響の受けやすさ，労力やコスト等の点

で一長一短がある7)。

本稿では，温室効果ガスの放出量が小さい我が国の

処分場に適した簡便な測定手法として，処分場内に設

置された密閉式の観測井戸や閉鎖式チャンバーを用い

て温室効果ガス放出量を測定する手法とその留意点に

ついて述べる。

2．処分場ガス放出点の探索

最終処分場では，単一種類の廃棄物を受け入れるこ

廃棄物処分場からの温室効果ガスの測定と維持管理への応用24



とは珍しく，多くの処分場では数種類の許可品目に該

当する廃棄物を受け入れて埋め立てを実施している。

また，サンドイッチセル埋立工法などに代表されるよ

うに，一日ごとに埋立区画を決め，一日の埋立作業が

終了すると即日覆土と呼ばれる土を数十センチ程度被

せる作業が行われる。また，廃棄物の種類や十数年に

渡る埋立期間で有機物量や分解速度なども変化し，結

果として極めて不均一な埋立地盤が形成させることに

なる。これが，温室効果ガス放出量の時空間的な不均

一性の一因となり，特に処分場内の近接した位置でも

ガス放出量は大きく異なる。したがって，ある最終処

分場において代表性がある，または全体のガス放出量

を測定するためには，等間隔メッシュによる測定点を

設けるだけではなく，ガス放出量の多い地点を探す作

業を行わなければならない。

処分場内部は微生物分解による代謝熱等により一般

的に気温よりも温度が高く，また，土壌中のメタン酸

化細菌による代謝熱のため，ガスの放出が大きい領域

の地温は，その他の領域よりも高いことが知られてい

る9,10)。したがって，ガス放出量の多い地点は，温度

計や赤外線式サーモグラフィーを用いて処分場表面の

温度をくまなく踏査することによって特定することが

できる7,9)。ただし，地表面温度は日射や植生等の影

響を受けるため，地温が低い夜間から夜明けにかけて

踏査する必要があり，草本が繁茂している場所や夏期

に特定しにくい。また，オープンパス型のレーザーメ

タン検出器 (東京ガスエンジニアリング社製，以下

LMDとする) を用いて処分場表面付近のメタンカラ

ム濃度を踏査する手法でもメタン放出量の大きい地点

を特定することが可能である11,12)。

こうして特定されたガスの放出量が大きい地点は，

ホットスポットと呼ばれ，覆土の透過性が良いか，有

機物分解活性もしくは含有率の高い廃棄物が直下に埋

め立てられていることを示しており，最終処分場の長

期的なガス放出挙動を監視する上で重要な地点である。

また，ガス放出量が大きい地点の特定は，処分場の土

地利用による火災や爆発等の事故対策においても重要

である。このような踏査によって得られるホットス

ポットの数は，処分場によって異なり，1 ha あたり

数カ所から数十カ所に至ることもある。処分場 (表

面) からの温室効果ガスの全放出量は，等間隔メッ

シュによる地点にホットスポットを含めて測定した等

フラックス線図を描いて求める10)。長期観測する地点

を選定する場合は，多数存在するホットスポットから，

地形や埋立年代などの観点から数地点を選択して，内

部浸透水やガス濃度，温度等のモニタリングを行う場

内観測井戸 (Fig. 1) を設置する13)。

3．地表面フラックス測定

地表面ガスフラックスは，Photo 1に示すような閉

鎖式チャンバーを用いて測定する。著者らは，桶式の

チャンバーを地表面に被せて適当な時間間隔毎にガス

をサンプリングする方法と，カラム状のチャンバーを

用いて LMDの測定値を連続的に記録する手法14)の二

種類を採用している。どちらもフラックス評価の原理

は同じであり，Fig. 2に示すように経過時間と測定値

をプロットしてその傾きを求めることで地表面ガスフ

ラックスを算出する。

閉鎖式チャンバーは，桶もしくはカラム中に放出さ

れてくる埋立地ガスを蓄積して測定することから，放

出量が過度に大きい場合に，チャンバー内の圧力が上

昇し，地表面から放出されるガスがチャンバー内に入

らず，チャンバーの外へと迂回して大気中へと放出さ

れることにより，測定された放出量が実際の放出量よ

りも小さく見積もられる恐れがある。温室効果ガス放

出量の測定値の信頼性を示すためには，チャンバー法

の測定誤差の要因を把握する必要がある。ガス発生圧

力がチャンバー内で測定される処分場ガス濃度に及ぼ

す影響を数値計算した結果と実測値を Fig. 3に示す15)。
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Fig. 1 Monitoring well system in landfill site

Photo 1 The closed chamber method for landfill gases flux measure-
ment from the surface



下図は東南アジアと日本の処分場において閉鎖式チャ

ンバー法を用いて測定された地表面フラックスの実測

値分布である。上図は，ガス発生圧力やチャンバーの

幾何条件をパラメトリックに変化させて得られた数値

計算の結果である。なお，メタン，二酸化炭素，酸素，

窒素の 4成分ステファン・マクスウェル相互拡散方程

式を考慮したガス 1相の密度依存流を考慮した浸透流

方程式について，COMSOL によって数値解を求めた。

結果として，測定対象となる地表面ガスフラックスが

10−1 mol m−2 d−1 以下であれば，ガス発生圧力による

誤差は十分に小さいが，10−1 mol m−2 d−1 以上の値に

なると，測定誤差が無視できなくなる。また，この誤

差は測定時間経過に伴うチャンバー内圧の上昇によっ

て生ずるから，地表面フラックスが大きいと判断され

るような処分場では，チャンバーの高さを高く，すな

わち，測定面積に対する容積を大きくしたり，測定時

間を短くしたりすることによって誤差を抑制すること

が可能である。以上は，日本のような焼却灰主体でガ

ス発生量が小さい処分場を対象にした地表面フラック

ス測定には閉鎖式チャンバー法は有効であるが，他国

のように生ごみや有機汚泥を無処理で埋め立てている

処分場においては，測定条件によってガスフラックス

量を 30%程度小さく見積もる可能性があることを示

している。

4．場内観測井戸を用いたガス発生量測定

先述した Fig. 1に示す廃棄物最終処分場内観測井

戸は，井戸上部を常時閉鎖した構造となっている。こ

れは，大気に希釈されない処分場ガスを測定し，気温

の影響を受けない地中温度を測定し，また外気の影響

を受けない保有水を採取するためである。

この観測井戸を用いて，井戸に集まってくる処分

場ガス量を測定する手法を Fig. 4 に示す。常時閉鎖

されている井戸上部を一時的に解放し，ブロアーや

ファン等を用いて井戸内部のガスを大気をと入れ替え

る。このとき，井戸内深部の酸素濃度を計測して大気

と同程度であることを確認する。次に，井戸上部を閉

鎖し，処分場ガスポータブルモニターである GA2000

(Geotechnical Instruments 社製) などを用いて数時

間毎に井戸内部のメタン，二酸化炭素および酸素濃度

をモニタリングする。初期に大気と同程度となってい

た井戸内部は，埋立地ガスが発生するにつれ，メタン

と二酸化炭素濃度が徐々に上昇していく。時間に対す

る濃度の上昇率を求めることによって，閉鎖式チャン

バー法と同様の考え方で井戸 1本当たりのガス放出量

を得ることができる14)。

この手法によって測定された場内観測井戸のガス濃

度の経時変化を Fig. 5に示す。(a)は陸上処分場の事

例であり，二酸化炭素濃度よりもメタン濃度の上昇率

が大きい。(b)は海面処分場の事例であり，二酸化炭

素濃度のみが上昇した。初期の濃度上昇の傾きを線形

の最小自乗法によって求めて算出した，場内観測井戸

1 本当たりから放出される温室効果 (埋立地) ガス放

出量を Table 1 に示す。この手法は，流量を計測す

る必要が無く，数 mL/min 以下のごく小さいガス放

出量を測定できることが特徴である。なお，求められ

たガス放出量は，観測井戸周辺の廃棄物層から放出さ

れ，かつ観測井戸に集められたガスのみを対象にして

おり，処分場全体を代表した放出量を求める場合には，

地表面フラックスと同様に，複数地点での測定が必要

となる。しかし，定点観測により，最終処分場の維持

管理期間にわたってガス放出挙動の時系列変化を把握
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Fig. 2 Flux calculation method of the closed chamer

Fig. 3 Monitored and calculated surface gas flux

Fig. 4 Gases flux measurement method in a well



することで，処分場からの温室効果ガス発生量の増加

と減衰，すなわち埋立廃棄物の安定化の進行度を捉え

ることができる。また，本手法は，焼却灰主体の処分

場から放出される低流量のガスを評価することができ，

既存のガス流量測定の代替手法として利用可能と考え

られる。

5．お わ り に

我が国の廃棄物処理では，公衆衛生の向上や輸送効

率の向上，埋立容量の逼迫により，早くから焼却処理

や破砕選別等の中間処理の導入が進められたため，直

接 (無処理) 埋立が主流である諸外国と比較して最終

処分場からの温室効果ガスの放出量は比較的小さく，

また年々減少傾向にある16)。また，埋立地ガスの主成

分であるメタンや二酸化炭素は有害物質では無いため，

火災や爆発を防ぐために速やかに大気へ希釈・放散さ

せることのみに注意が払われ，廃止確認のために必要

であるにもかかわらず，実際の処分場で埋立地ガス発

生量を維持管理のために長期的に計測した事例は少な

い。しかし，焼却残さや破砕残さなどから埋立地ガス

がまったく発生しないということはなく，過去に未処

理で埋め立てられた廃棄物からの埋立地ガスの放出は

続いており，気候変動対策としてだけではなく，処分

場の安全な跡地利用のために，時空間的な放出挙動を

把握することが依然として重要である。本稿では，最

終処分場からの温室効果ガス/埋立地ガスの計測手法

について，筆者らがここ十年来，我が国の処分場で埋

立地ガスをモニタリングしてきた経験を踏まえて，実

用的な手法を中心に示した。我が国以外では，排出権

取引や CDMの導入により，埋立地ガスの計測は日々，

新たなる知見が発表されている，研究，実業ともに非

常にホットな話題である。
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Fig. 5 Example of greenhouse gases fluxmeasurement results

01.27CH4 (mol/day)

0.200.42CO2 (mol/day)

A inland landfill A coastal landfill

Table 1 Example of greenhouse gases emission from a well


